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東日本大震災の被災地では，防災集団移転促進事業や土地区画整理事業など復興事業が終了し，住民の新た
な生活環境も整い始めている．しかし，東北地方では少子高齢化による地域人口の減少とともに，数十年以内
に千島・日本海溝沿いを震源とする地震の発生が予測されている．本研究では，東日本大震災で被害を受けた
岩手県山田町を例として，将来人口推移のオープンデータを基に，発生が予測されている津波災害での住民の
避難行動特性について，避難開始時間の関係について着目し，マルチエージェントシステムによる避難シミュ
レーションを行う．
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1. はじめに

2011年東日本大震災から 10年が経過した被災地で
は，防災集団移転促進事業や土地区画整理事業などの

復興事業が完了し，新しい市街地での生活環境が形成

されている．しかし，東北の近海では千島・日本海溝

沿いを震源とする最大でマグニチュード 9.3の巨大地震
が発生し，場所によって東日本大震災と同等以上の津

波襲来が想定されている1)．この地震では，東日本大震

災時より早く津波が到達するとされ，津波に対する迅

速な避難行動が求められる．また，東北地方でも将来

的な少子高齢化による人口減少が予想されており，先

述した千島・日本海溝巨大地震の発生が想定されてい

る 30年以内には，人口の半数を 60歳以上が占める自
治体が発生するという分析結果も公表されている．少

子高齢化により人口の年齢分布が変化すると，災害発

生時の避難速度の低下など住民の避難行動にも影響が

及ぶと考えられ，将来的な人口推移を考慮した避難計

画を進める必要がある．

佐藤ほか2) は岩手県宮古市を対象として，避難場所

の累積人数について，避難開始時点と年齢に着目した

避難計画に関する研究を行い，累積収容人数を考慮し

た場合としなかった場合の避難者の避難行動について

スムーズに避難できるか，避難未完了者が発生するか

を明らかにした．避難時の歩行者・車両が混在する場

合の研究として，牧野嶋ほか3) は歩行者と車両避難者

の混在を考慮した避難シミュレーションを行い，混在

状況での避難行動について，気仙沼市の事例を再現可

能にしている．マルチエージェントシステムを用いた

避難行動の研究として，Mas et al4)は Netlogoを用いた
避難シミュレーションを行い，津波シミュレーションと

組み合わせたシステムを構築し，宮城県での事例に適

用した避難解析を行っている．

しかし，将来的な人口変動に着目し，年齢人口分布

を考慮した避難行動解析や避難計画について検証して

いる事例は少ない．

そこで本研究では，想定されている千島・日本海溝沿

いを震源とする地震での津波襲来想定時間などのデー

タを用いて，津波の発生時期と避難開始時間による指

定避難所への未到達者の発生割合について，将来人口

の年齢分布を考慮した避難シミュレーションにより検

証する．

2. 東日本大震災による被害と今後の津波想
定の整理

(1) 東日本大震災による被害

2011年 3月 11日，14時 46分に発生した東北地方太
平洋沖地震に伴う大津波では，太平洋沿岸の広い地域

で被害を受け，特に被災 3県と呼ばれる岩手県，宮城
県，福島県では人的と物的ともに甚大な被害を受けた．

ここで，研究対象地の決定のため岩手県内の被災自

治体の中で特徴的な被害を受けている自治体を調べた．

二重防潮堤を整備するなどハード対策が行われてきた

にもかかわらず多くの犠牲者が発生した宮古市 (図–2 )，
津波による浸水とその後の津波火災により被害が拡大

した山田町 (図–1 )，県内でも最多の犠牲者数を記録し
た陸前高田市 (図–3 )の３ヵ所を浸水面積と犠牲者数の
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関係から比較した．その結果，表–1のような割合とな
り，浸水面積に対する犠牲者割合は山田町が最も高く，

市街地環境と避難行動の関係性について，留意する必

要があると考えられる．

(2) 想定される津波災害の整理

内閣府の日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検

討会では，千島海溝（十勝・根室沖）モデルでMw9.3，
日本海溝（三陸・日高沖）モデルでMw9.1の巨大地震
の発生が予測されている．この地震に伴う大津波の発

生も想定されており，東日本大震災からの復興事業が

終了する被災地でも新たな脅威が迫っている．特に岩

表–1 浸水面積と犠牲者の関係

自治体名 浸水面積 犠牲者数 　割合

(km2) (人) 　 (人/km2)

宮古市 10 420 42

山田町 5 585 117

陸前高田市 13 1,463 113

図–1 山田町の犠牲者年齢分布

図–2 宮古市の犠牲者年齢分布

手県では，東日本大震災と同等，または一部地域では

さらに大きな津波が襲来すると想定されている．また，

津波の到達時刻は東日本大震災よりも早く到達すると

されており，ハード対策が進められている一方で，住

民自らも迅速な避難行動を行う必要がある．

3. オープンデータとGISを用いた地域ポテ
ンシャルの把握

(1) 浸水区域と建物被災状況の関係

東日本大震災の被災状況の把握として，復興支援調査

アーカイブ13) にて公開されている津波の浸水区域デー

タや建物の被災状況データを，国土地理院の基盤地図

情報データとともに重ね合わせ可視化を行った．本研

究で解析対象とする山田地区の浸水区域 (図–4 )と，被
災区分に従い色別した建物被災状況13) に関するデータ

ファイルを取り込んだ GISデータ (図–5 )を示す．津波
の浸水深が深いほど，建物も被災状況が全壊や流出な

ど，深刻な被害となっていることが分かる．

図–3 陸前高田市の犠牲者年齢分布

図–4 山田地区の津波浸水区域
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(2) 避難所・避難場所データ

近年増加する自然災害に対して，住民の安全を確保

するため各自治体では避難所および避難場所を指定し，

所在地や避難所を開設するための津波警報などの基準

情報を公開している．山田町では町役場より公開され

ている町指定避難所一覧データに，インターネット上

で得た住所および座標値を付与した一覧データを作成

した．新たな地図データを用いて重ね合わせることに

より図–6に示すような実際の道路や建物などと同じよ
うに確認することができる．また，地形情報解析フリー

ソフトである“QGIS”は地形解析などの調査解析機能
も有している GISソフトであるため，地図上で避難所
までの最短経路探索や距離バッファによる周辺環境と

の位置関係などの解析を行うことができる．バッファ作

成機能を利用した避難距離の地図化を行い，パラメー

タとして指定避難所から半径 250mを表すバッファ円を
作成 (図–7 )した．距離 250mは，本研究の避難行動解
析で用いる避難最遅速度 0.46m/sで避難した場合，避難
所用時間が 9∼10分必要となる距離である．2018年に
山田町で行った質問紙調査では，震災時の避難開始時

間は地震発生から 10∼20分といった回答が多く，20分
程度で避難を開始した場合に津波に遭遇するリスクが

出始める距離である．

(3) 将来人口の推移

国立社会保障・人口問題研究所15) から公開されてい

る，岩手県将来人口推移データより山田町の将来人口の

推移についてまとめた．山田町でも少子高齢化による人

口減少が顕著であり，2020年から 2045年までの 25年
間で男性-3,479人 (-53.3%)，女性-3,713人 (-52.3%)の
人口減少が予測されている．また，2045年には総人口
の 50%以上を 60 歳以上が占めるとされている．若年
層に至っては，2020年時点の人口数より半減する値と
なっている．東日本大震災では犠牲者の年齢分布の中

図–5 建物被災状況

でも，60歳以上から割合が高くなる傾向があり，津波
災害の避難や被害想定でも将来的な人口の推移を考慮

していく必要がある．

4. 東日本大震災再現解析

本研究での解析対象地区は山田町の中心部である山

田地区を対象とし，避難シミュレーションの妥当性を

検証するため，東日本大震災での犠牲者データの再現

実験を行う．

図–6 QGISにより地図化した指定避難所の一部

図–7 避難所から半径 250m地点を示すバッファ図

図–8 2020年の人口分布ピラミッド (山田町)
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東日本大震災発災時は 14：46であり，職場での勤務
中や，若年層では学校へ登校中の時間帯である．解析

対象地区の小中学校は全て高台に位置し，浸水を免れ

ている．そのため，昼間における対象人数を求めるに

あたり，対象地区人口（5,198人）から登校中とされる
18歳以下（926人）を除いたものを昼間対象地区人口
を式（1）と仮定した．

昼間対象地区人口 = 5, 198人−926人 = 4, 272人 (1)

a) 浸水区域に対する犠牲者の割合

犠牲者数は市町村単位で公表されているため，詳細

な地区・地割区分による犠牲者数の設定が不可能であ

る．そこで，山田町全域の浸水区域に対する犠牲者数

の比の式（2）を算出した．犠牲者（825人）は全員津
波による溺死と仮定すると総浸水区域人口（12,160人）
と犠牲者の割合が算出され，解析対象とする地区あた

りの推定犠牲者数を設定することができる．

犠牲者比 =
825人

12, 160人
= 0.068 (2)

b) 発災時の昼間対象地区人口

　解析対象地区とする浸水区域の人口（5,198人）に
犠牲者比（0.068）を乗じることで，対象地区の犠牲者
数を推定する．式 (3)の結果，対象とする山田地区の推
定犠牲者数は 353人と算出された．

推定犠牲者数 = 5, 198人× 0.068 = 353人 (3)

(1) 再現解析の評価条件

当時の避難行動についての再現実験の評価基準とし

て，先述した式（3）による解を解析対象地区の昼間人
口で除した比率を算出する．評価基準の比率計算式を

以下に示す．

図–9 2045年の人口分布ピラミッド (山田町)

評価基準値 =
353人
4, 272人

× 100 = 8.26% (4)

再現解析による初期避難者数と避難所未到達者数の

比率≒評価基準値となった場合，本シミュレーション

による再現度は妥当であるといえる．

(2) 再現解析の評価

2010年国勢調査による山田町の人口データ表–2を適
用し再現解析を行った再現解析を行った結果，図–??の
ようなデータとなった．48分経過時点で，避難所への
未到達エージェントの数が 409人となり，評価比率が
9.57%となった．評価基準 8.26%≒ 9.57%となり，誤差
は 1.3p程度であるため，再現解析はおおむね妥当であ
ると考える．

避難所未到達者（人）
初期人口数（人）

=
409

4, 272
× 100 = 9.57%　 (5)

5. 将来人口を考慮した避難シミュレーション

(1) シミュレーション概要

将来的な災害発生年別の避難行動解析を行うため，公

開されている岩手県の将来人口推移データ (2020∼2045
年)を活用し，解析対象とする浸水区域住民の人口推定
を行う．2045年には総人口の 50%以上を 60歳以上が
占めるとされるため，東日本大震災犠牲者データ中で

犠牲者割合が急激に上昇し始める 60歳以上に着目した
避難行動解析について，表–3に示す解析条件で行う．

表–2 2010年再現解析の対象人口

年齢区分 男性 (人)　 女性 (人)　

　 20歳未満 442 484

20～59歳 1095 1091

60歳以上 863 1223

図–10 東日本大震災発生時の避難行動の再現
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(2) シミュレーション結果

表–3に示した条件で，2020年∼2045年までの 5年毎
の予測人口を用いた避難シミュレーションを行った．そ

の結果から 2020年と 2045年の結果を図–11と図–12に
示す．地震発生から 10分で避難を開始した場合，男性
夏季で平均 38.9%，女性夏季で 37.5%であるのに対し，
さらに 10分経過した地震発生後 20分から避難を開始
した場合，未到達率が男性夏季で平均 57.6%，女性夏季
で 56%となった．避難開始が 10分遅れることにより未
到達率が男性夏季で平均 18.7%，女性夏季で平均 18.5%
変化することが分かった．

季節による避難速度が変化することにより，冬季で

はさらに避難に時間を要し，地震発生後 10分で避難を
開始した場合でも男性で平均 61%，女性で平均 59.7%
という結果となり，夏季と冬季では 20%程度変化する
ことが分かった．今回は積雪時かつ未除雪という条件

での速度設定ということもあり，未到達率が非常に高

い結果となった．実際に東日本大震災の発生は 3月で
あり，避難経路がスムーズに移動できない場合も想定

されるため，このような条件下でも未到達率が低減で

きるような対策を今後検討していかなければならない．

表–3 避難解析条件

項目 条件

対象年 2020∼2045年 (5年毎)

測定時間 地震発生から 38分後

　避難開始時間 地震発生から 10，15，20分後

季節帯 夏季・冬季　

冬季係数 0.4 (積雪＆未除雪)

図–11 男性 (60歳以上)の未到達者の推移

6. まとめ

　本研究では，東日本大震災で被害を受けた岩手県

山田町を対象として，オープンデータおよ GISデータ
を利活用した地域の市街地特性の把握とマルチエージェ

ントシステムを用いた避難シミュレーションを行った．

市街地特性の把握では，地理情報や避難所データ，東日

本大震災時の浸水区域データなどを重ね合わせて可視

化することにより，指定避難所から 250m圏内について
のマッピングや浸水深と建物被害区分の関係について

把握することができた．

マルチエージェントシステムを用いた避難シミュレー

ションでは，東日本大震災の犠牲者割合の中で，特に

被災割合が高かった男女 60歳以上の年齢区分について
着目し，避難開始時間と季節による避難速度の変化を

与えながら，将来人口分布の大半を占める年齢層につ

いて避難行動の検証を行った．本シミュレーションに

より，避難開始時間が避難所への到達率に大きく関係

することが分かった．地震発生から 10分で避難を開始
した場合に比べ，地震発生から 20分後に避難を開始す
ると，避難所への未到達率が 20%程度上昇し，犠牲者
が津波に巻き込まれてしまう危険性が高まる恐れがあ

る．また，予測されている千島・日本海溝沿いを震源

とする地震では，山田町には最短 28分で到達すると想
定されており，東日本大震災時よりも迅速な避難意思

決定と避難行動が求められる．また，冬季の避難速度

を適用すると，男女ともに避難所への未到達率が夏季

よりも高まることが分かった．市街地空間と住民避難

の関係が重要なポイントとなると考えられるため，冬

季のスムーズな移動が困難な場合でもすぐに避難でき

る空間づくりを考慮した避難計画を進める必要がある

と考えられる．

図–12 女性 (60歳以上)の未到達者の推移
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